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1　 問題 の 所在

　1980 年代よ り全 国各地 で 地域振 興 を主 な 目

的 と した第三 セ ク タ
ー酬

が 多数設立 され る よ

うにな っ た。そ もそ も第三 セ ク タ
ー

は ，公 的サ

ービ ス を提供 す る組織 を官民共同出資 し て設立

す る こ とに よ り，民 間の 知恵 を導入 して ， よ り

効果的 な公 共 サ
ービ ス が提供 で きる と い う発想

が 原点 に あ る 。 しか し，公 私 の 曖昧 さ が事業の

立 案か ら運営 に至 る ま で の 意志決定の 責任 を瞹

昧 に す る傾 向が顕 著 に 見 ら れ た 。 そ の た め に ，

バ ブ ル 経済崩壊以 降の 景気低迷 によ っ て 経営が

悪化 し
， 地域振興 ど こ ろ か 自治体 の お 荷物に な

っ て い る 事例 も少 な くな い
。

こ の た め ， 1999

年 に は，自治省 よ り各都道府 県知事 ・各指定都

市市長あて に 「第三 セ ク タ
ーに 関す る 指針 に つ

い て」 と して
， 「地 方公 共団体に あ っ て は ， 関

係す る第 三 セ ク タ
ー

に つ い て 経営状況 の 点検評

価 を行 うと と もに ，運営改善や統廃合等 に積極

的 に 取 り組 む こ とが 求 め られ て い る 。 」 とい っ

た通 知 も出 され る よ うに な っ て い る
注 2 ＞

。

　 こ の よ うな状況 は ，岩手 県 にお い て も例外で

は な く ， 別稿
闘

で 分析 した 岩手県 の 第三 セ ク

タ
ー

にお い て も，以 下 の よ うな 特徴が 見 られた 。

す な わ ち，  岩手県 に お ける 第三 セ ク タ
ー

の 設

立数 は，全国平均 に 比 べ て市町村出資 に よる小

規模 の もの が 多 く，
しか も，農林 水産 ，観光 ・

レ ジ ャ
ー

，商工 関係 な ど に集 中 し て い る，  市

町村 出資 の 第三 セ ク タ
ー

は，出資比 率 で 25 ％

以 上 の 市町村 主導の もの が 多 く，資本 金 に対 し

て 役員数や 職 員数 が 多V    農林業支援 や観光

・レ ジ ャ
ーを主 た る事 業 目的 とす る もの に は 経

営 的 に行 き詰ま っ た もの が 多 い 。

　た だ し，そ こ で の 分析 は 主に 『最新 地方公社

総 覧』に おける 1996 年 1 月 1 日現在の デ
ー

タ

を利用 した もの で あ っ た 。 したが っ て，そ の 後

に 事態の 変化 や ，自治省の 通 達 に もあ っ た よ う

に，地方 自治体 に お い て も何 らか の 対応策 を示

して い る こ と も予想 され る 。 そ こ で ，本研 究で

は
， まず 1999 年 1 月 1 日現在 の デ

ー
タを収録

し た 『最新 地 方公 社 総 覧 』 を利 用 して ， 1996

年 との比 較を行うこ とで
，

こ の 3 年 間の 岩手県

に お ける第三 セ ク タ
ーの 動 向を概観す る こ とに

し た い
。 そ の 上 で ，第三 セ ク タ ーに 対す る地 方

自治体 の 対応策 に つ い て ，県 と市町村 を分 けて

事例 を取 り上 げて 分析 す る こ とに した い 。

H　 l990 年後 半 に お け る 第三 セ ク タ
ーの 動

　向

1 ．第三 セ ク タ
ーの 数

　第 三 セ ク タ
ー

の 数は，全国 的に は 1996 年 の

5，159 → 1999 年の 5，810 へ と，引 き続 き増加 し

て い る 。 しか し，岩手県に つ い て は ，175→ 173

と若 干で は あ る が減少 し て い る 。 こ の 減少 に つ

い て は
r 県出 資の もの が 57 − 52 へ 減少 した こ

と に よる も の で あ っ て ， 市町村 出資の もの に つ

い て は 118 → 121 へ 増加 して お り，県関係 と市

町村 関係で 違 い を見せ て い る 。

　 さら に こ の 数字 を出資比率 に 分けて 示 した の
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が 表 1 で ある 。 こ れ を見る と，商法法人で 出資

比 率が 25 ％未 満で あ る民間主導の 第 三 セ ク タ

ー
に つ い て は ， 市町村関係 も県関係 も共 に減少

が 目立 つ
。 また，出資 比率 25 ％以上 で あ っ て

も
， 県関係に つ い て は 1 社で は ある が 減少 して

い る 。 その
一

方で ，市町村関係にお い て は出資

比 率 25 ％以 上 の 商法法人が 55 → 63 へ と依然

と して 大 き く増加 して い る こ とが わ か る 。

　こ の よ うに ，こ の 3 年間で
， 県出資や 民 間主

導の 第三 セ ク タ
ー

に は 整理統 合 な ど減少 が見 ら

れ る の に対 して ，市町 村 に お い て は 自治体主 導
の 出 資比 率 25 ％ 以上 の 商法法人 が 依然 と して

増加 して い る こ と重 要 な特徴 で ある。

表 ユ　 第三 セ ク タ
ー

の 設立 数 の 変化

市 町村 県

戻法法 人 商法法 人 民 法法 人 商法 法 人

出資比 ， 1996 ｛99919961999199619991996 　1999

25％以上 34355563252412 　 　 11

25％来 満 0129224516 　 　 11

出 所 ：地 域 政 策 研 究 会 編 （1997）（2000）　「最新 地方公 社

総 覧」，ぎょ うせ い ．

2 ，事業種類 別 に見 た 第三 セ ク タ ー

　次 に ，事業種類別 に 見 た 第三 セ ク タ
ー

に つ い

て は ，岩手県 の 場合 ， 農林水産 関係，観光 ・レ

ジ ャ
ー

関係 ， 商 工 関係が 多数 を占め ， こ の 3 つ

の 部 門で 6 割以 上 を 占め て い る こ とが 1996 年

の 特徴 で あ っ た 。 こ れ を 1999 年 の 数字 と比較

する と，農林水 産業 が 37 （245 ％）→ 56（32．4％），

観光 ・レ ジ ャ
ーが 36 （23．8％〉→ 35（20．2％），商

エ が 20 （13．2g。）→ 21 （12．1％）と，特 に農林水産

関係 だ けが 大 き く増加 して お り，そ の 全体 に 占

め る 構成比 は ，32 ％ を超 える まで に な っ て い

る。 こ れ は，前項で 見 た市町村 25 ％ 以上 出資

の 商法法入の 増 加 とほ ぼ 対応す る もの と考え ら

れ る 。

3 ．法人形態別 第三 セ ク タ ー
の 平均 出 資金 額

　表 2 は，岩手 県に お ける 第三 セ ク タ ーの 一法

入あ た り平均資本金 （出資金 を含む） の 金額に

つ い て 1996 年 と エ999 年 を比較 した もの で あ

る 。 こ の 表 に よれば
，

一法人 当た りの 平 均資本

金 の 金額 は ，市町村 出 資 25 ％ 未満の 商法法人
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を除 い て ，すべ て 増加 して い る。 こ の こ とは
，

こ の 間 に 整理 統合や増資な ど に よ っ て ， 自己資

本力の 強化 と い っ た対 策が 自治体 に よ っ て と ら

れた こ と を予想 させ る もの で ある 。 市町村 の 出

資比 率 25 ％ 以上の 商法法入 につ い て は設立数
が大 き く増 えて い る こ とを考 え併せ る と

， 不 況

下 に あ っ て も市 町村 に よ る 第三 セ ク タ
ー

へ の 財

政的 な投資が 増大 し て い る こ とが わ か る 。

表 2　 法人形態別平均出資金額の 変化
単 ・：百 万 円

市 町村 岩 手 県
民 法 法 人 商法法 人 民法 法人 商 法 法 人

出資 比
・19961999199619991996199919961999

25％以 上 64　　79951038811033465505
25％未 満 　 専 1761692483728841364

工）出 所 ；表 1 と同 じ。

2 ）平 均 出 資金 額 は ，各 総 出 資 金 額 を 同法人数 で 除 し

て 求 め た もの で ある。

4 ．法人 形態別第三 セ タ タ
ー

の 役員 数 ・職員数

　 1996 年 の 分析 の 結果 ，役員数が 多い こ と が

岩手 県の 第三 セ ク タ ー
の 特徴で あ っ た が

，
こ の

3 年 間で
一

法 人 当た り の 役員数 に はほ と ん ど変

化が 見 られ なか っ た。一
方，表 3 は

一
法人あ た

り平均職 員 数 に つ い て 1996年 と 1999 年 との 比

較で ある 。 こ こ で は民 間主導 の 出資比率 25 ％

未満 の 法 人 に つ い て は大幅な職員数 の 減少 が見

られ る の に対 して
， 自治体主導の 25 ％以 上 の

第三 セ ク タ ー
に つ い て は ，職員数 は変化が 見 ら

れ な い か
， 増 え て い る こ とが特徴的で ある 。

表 3　 法人形態別平均 職員数の 変化

単位 ：人

市 町 村 岩 手 県

民法 法入 商法 法人 民 法 法人 商法 法 入

出資 比 ・ 1996199919961999199619991996 了999
25％以 上 12．913 ．118 ．217 ．2 丁3．718 ．294 ．3104 ．0
25％未 満 一 幽 38120211086724380

ユ） 出 所 ：表 1 と 同 じ。

2 ）平均職員数 は，各総 職 員数を 同 法人数で 除 して 求

め た もの で ある 。

　こ の こ とは ，民間主導 の 第三 セ ク タ
ー

で は厳

し い 経営環 境 に対 し て リ ス トラ を進 め る な ど の

対応 策が採 られ て い る の に 対 して ，自治体 主導
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の 出 資割合 25％以上 の 第三 セ ク タ
ー

に つ い て

は ， 雇用 確保 な どの 意味か ら も役員数
・職員数

を減 らす とい っ た対 応策 は，未 だ 明確 に は と ら

れ て い な い こ とを示 して い る 。

6 ．ま とめ

　以 上の よ うに ，1996 年 か ら 1999 年 の 間で 岩

手県 の 第三 セ ク タ ーは
， 民間が 主体 の 出資比 率

25 ％ 未 満の 商法法人 にお い て 絶対 数の 減少や

職員数の 減少 な ど厳 し い 経済環境 に対応 した 変

化が 顕 著 に見 られ た 。 しか し，自治体が 深 く関

与す る 出資比 率 25 ％以上で は県 関係 に お い て

若干減少が あ る もの も
， 市町村 関係で は依然 と

して 農 林水産 関 係 の もの の 設 立 が 増加 して い

た 。 ま た
， 資本金 の 増加 は あ る もの の ，職員数

な どに は ほ と ん ど変化が 見 られ な か っ た 。

　 しか し，同 じ 25 ％以 上出資 で も県関係 と市

町村関係 で は 明確 な差が 見 ら れ た 。 すな わ ち ，

県関係 の微減 は，県が 第三 セ ク タ
ー

に対 し て何

らか の 対応策 を と りつ つ あ る こ との あらわ れ と

も受け取 れ る の に対 して ，農林水 産業 の 分 野 で

商法法人が 増加 して い る 市町村 レ ベ ル で は 第三

セ ク タ ーに 対 す る明確 な政策転換 が無 い ま ま推

移 して い る よ うに 考 え られ る 。

　そ こ で 以下 で は
， 県 と市町村 に分け て代 表的

な事例 か ら， こ の 間 の 動向をよ り詳 し く見 る こ

とに した い 。

皿　 岩手県 出資の第三 セ ク タ
ーの 動向

1 ．県 に よる対策の 推 移

　岩手県 にお い て は ，1996 年 12 月に 開か れ た

県公 社 等経営対 策委員 会 に お い て ， 「公社 等 に

は設立 や 運営 に 関す る統一の 基本推針が な く，

設立時 の 将来予 測に 反 した り，組織硬直化 の 例

が あ る」 と県に提言 を行 い
， それ を受けて 県で

は公社 や 第三 セ ク タ
ー

な ど県関 与の 法人の 設立

や 経営 の 在 り方 を見直すため の 全庁的な検討組

織 「公 社等経 営委員会」 を設置 し て ， 1997 年

度か ら出資法人の 見 直 し を開始 した 。

　そ の 後 ，通産 省の 通達 もあ っ て ，1999 年 10

月に は ，「県出資法入等 の 見直 し に つ い て 」 と

い う方針 が打 ち出 され ，見直 しを さらに強化す

る こ と を表明 した 。 具体 的に は，  県出資法人

指導監督事務 要綱の 見直 し （運 営評価の 実施 ，

整理合理 化基準 の 整備 ），  出資等適正化委員

会の 見直 し ，   県出資等法 人の 指導監督 に当た

っ て の 外 部有識者の 参画 な どで あ る 。

　こ れ に伴 い
， 1999 年 10 月 よ り所轄部局 か ら

の ヒ ア リ ン グ ， 10 月下 旬 か らは運 営評価 結果

及び指導監督 （整理 合理 化〉方針案 の 検討 が な

され ， 12 月 中旬 〜 3 月 下 旬 に 出資 等適正 化 調

査 委員会 の 審議，公社等 運営協議 会へ の 協議 が

な されて きて い る 。

　こ れ ら を踏 まえて
，

2000 年 12 月に は ，「県

出資法人等 の 整理合理化 の 基本方針」が ま とめ

られ ，  県出資等法人 を対象 とす る
一

斉点検
・

見直 し，  す べ て の 県 出資等法人 に対す る運営

状況 の 評価， と 1999 年度に改正 した 「県 出資

等 法人指導監督事務要綱」 に基づ く統廃 合 や 出

資の 引 き揚げ ，   整理 合理化 は継 続的に見 直 し

を図 っ て い くと表明 されて い る 。

　 以 下 で は ，そ うした 見直 しの 具体的状況 に つ

い て 見 て み よう 。

2 ．具体 的事例 の 動向

　こ の 間の 見直 しに よる 出資引 き揚げの 事 例 と

して は ，株 式会社岩手 日報社，株式会社 IBC

岩手放送，株式会社 テ レ ビ岩手 ， 岩手 くみ あ い

飼料株式会社な どが あ る 。 前 3 社 は
， 岩手県の

報道機関育 成 目的 に よ り出資 した もの で あ る

が ，い ず れ も出 資時か ら年月が経 過 し，当初の

目的 を達成 した と判断 され た 。 岩手 くみ あ い 飼

料 は ， 県経 済連 が 46％ を 出資 し ， 県内畜 産業

振興 の た め に設 立 したが，その 後東北 各県に あ

る同様 の 農協系列 の 会社 と合併 し て 北 日本 くみ

あい 飼料株式会社 を設立 した た め，出資を引 き

揚げ た 。

　次に見奩 しの 結果 ， 統廃 合が 実施 され た事例

と し て は
， 北上 南 部開発株式会社 が ある 。 北上

南部 開発 は，バ ブ ル 経 済崩壊 間近 の 1991年 に
，

北上 市南部工 業団地の 造成 ・販 売，東北 自動車

道金 ヶ 崎 IC 開発 を進め る 野的で 設 立 さ れ た 。

IC は完 成 した ため ，残 る工 場 用 地事業は
， 北
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上 広域 土地 開発公 社 に 引 き継い で 1998 年 2 月

に 解散 し て い る 。ま た ，2000 年 3 月に は ，三

陸振興 （株）が 当初 の 昌的 を達成 した と し て 解

散 され ， 2000 年 12 月に は
， （財）岩手県中小

企 業振 興公社 と （財〉岩手県高度技術振興協 会

が統合 され て い る 。

　 さ らに ，今後 は， （杜 〉岩手県青果物価 格案

的基 金 協会 と （社 ）岩手県畜産物価格安 定基 金

協 会 ， （社）岩手 県農地管 理 開発公 社 と （財）

岩手県農業担 い 手 育成基金 ，（財）三 陸地域総

合研 究セ ン タ
ー

と （財） 三 陸 ・海の 博覧会記念

基 金の 3 つ の 統 合が予定 され，並 び に （財 ）岩

手産 業文 化セ ン タ
ー

の 職員及 び管理業務の 他法

人 へ の 移管 も予定 され て い る。

　 こ の 他 ， 解散が 検討 され て い る もの と し て は
，

す で に研 究 を行 っ て い な い （株〉岩手バ イオ マ

ス 研 究セ ン タ
ー

，（株 ）冷水性高級魚養殖技術

研 究所が あ り， 出資 の 引 き揚げが予 定され て い

る も の と し て は ，（株〉エ
ー

デ ル ワ イ ン ，安比

総 合 開発 （株 ）， （株） エ フ エ ム 岩手 ， （株 ）岩

手め ん こ い テ レ ビ，（株）岩手朝 日テ レ ビ，（株）

岩手 銀行 ， （株 ）東 北銀 行， （株 ）ア イ シ
ー

エ

ス な どが ある 。

　こ の よ うに，県で は 1997 年か ら県出資の 第

三 セ ク タ
ー

に 対 す る 見 直 しが本 格 化 し，特 に

1999 年 か ら は 一
斉 点検 と評価 に よ り整理 統 合

や 出資 の 引 き揚 げ，解散 な どが 意識的に進 め ら

れ て い る こ とが わ か る 。

1V　市町村 出資の 第三 セ ク タ ーの 動向

1 ．概 況

　す で に見 た よ うに
， 市 町村 25 ％以上 出資の

商法法人 に つ い て は ，依然 として農林水産関係

を中心 に増加傾 向 に あ っ た 。 しか し，
こ の こ と

は市町村の 第三 セ ク タ
ー

が経営的 に うま く行 っ

て い る こ と を意味 し て い る の で は な い
。

　 2000 年 6 月の 定例 県議 会で は ，県の 担当者

が 県 内 の 市 町村 出 資 の 第 三 セ ク タ
ー

に つ い て

「1998 年度決算 時点で
， 全体 の 46％ に当た る

団体 の 累積収支 が赤字 」，2000 年 4 月 1 日の 調

査 結果 で は 「赤字 法人 の 36％ が 観光 ・レ ジ ャ
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一
関係 で ，339。 が農林水産関係」 と説 明 して い

る 。 さ らに 「第三 セ ク タ ーの 経営状況 に よ っ て

は 市町村 財政 に重 大な支障 を及ぼ す こ とが懸念

され る 。 第三 セ ク タ
ー

の 使命 ， 役 割 を点 検 し
，

財 政運営 に 与 える影響を十分 見極 め なが ら廃止

を含め た 適切 な対 応 が され る よ う県 も情報提供

したい 」 と答えて い る。

　 こ の よ うな経営 的 に赤 字で そ の 影 響が 当該市

町村 財政 に大 きな影響 を与 え て い る事例 と し て

は ，リゾ ー トホ テ ル を経営す る株式 会社 陸中 た

の は た （田野 畑村 ），遊 園地公 園マ リ ン バ ー
ク

山田 を経営す る 陸 中山田 マ リ ン パ ー
ク株式会社

（出田 町 ），
ビール 醸 造 ・販 亮 を 目的 とす る 株

式会杜宮守 プ ロ イ ハ ウ ス等 が あ る 。

　 い ずれ も，計 画 自体は バ ブ ル 経済時 に お い て

策定 され
， 赤字 の 原因は利 用 者が 予測通 り伸 び

な い こ と に あ る 。 た とえ ば，陸中た の は た は，
1992 年 の 三 陸博 に 合わせ て ホ テ ル を増 築 して

い るが ，多額の 累積債務 を抱 えて る 。 陸中マ リ

ン パ ー
ク は ，ig88 年 4 月 に 開 業 し，1999 年 3

月に 多額 の 債務 を抱 え，そ の 債務 を 町が 負担 し

て 解散 し て い る 。 宮守 プ ロ イハ ウス も同様な状

況 で あ る 。 が，
一

つ の典型例 と して以 下 詳 し く

見 て み る こ とと した い 。

2 ．（株）宮守 プ ロ イ ハ ウ ス の 事例

（1 ）柏 木平 レ イ ク リ ゾ ー
ト事業 の 概況

　株式 会社宮守プ ロ イハ ウ ス は．柏木 平 レ イ ク

リゾー
ト計画 の 中心 的事業 と し て 地 ビ ー

ル 醸造
・販売 を 目的 に

，
1997 年 に 設 立 され た 第三 セ

ク タ
ー

で あ る 。

　 こ の レ イ ク リゾ
ー

ト事業 （ダム湖活用促進事

業 ） は
，

1988 年 に 田瀬湖 レ イ ク リ ゾ
ー

ト事業

が 第 1 号 と し て 認 定 を受け ， その 中の 一
部と し

て 宮守村 が 担 当 し て い る もの で あ る
ts
　
4 ）

。 こ れ

は ，身近 な 自然 との ふ れ あ い に よ る 「メ ル ヘ ン

と遊 び エ リ ア 」 を謳 い 文句 に ，県 内外 か ら観光

客 の 誘致，都市農村間 交流 の促進，地 域活性化

を 目的 と した滞在 施設 ・体験施設 の 整備 と い っ

た，バ ブ ル 当時 よ く見 られ た 事業計画 を並べ 建

設省 等 か ら の 補助 金 の 受 け皿 と し て 計 画 さ れ

た 。
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　また ， 事業 の 地域特性 を ア ピー
ル す る た め に

計 画時にお い て地域特産品の ワサ ビ を活用 した

地 ビ ール 醸造場 ・宮守プ ロ イ ハ ウ ス が 目玉 と し

て 打 ち出 され ，そ の 他 に もリ フ レ ッ シ ュ ガ
ー

デ

ン ハ ウ ス （体験交 流施設）， レ ス トラ ン ， コ テ

ー
ジ ，ス ポー

ッ施設 ， 自然ふ れあ い ゾ
ー

ン 等，
一連 の メ ニ ュ

ー
が 組 み込 まれ た 。

　 こ の 柏木 平 レ イ ク リゾー
ト事業 は

，
バ ブ ル 期

に計画 され た 田瀬湖 レイ ク リ ゾ
ー

ト事業 の 一部

と し て 補助金 に よ る 施設建設 をす る こ とが 先行

した施設 中心 型 リ ゾ
ー

ト計画 で あ り， 財 政規模

約 50 億 円
注 5）

の 宮守村 に 総 額約 14 億 円 もの 事

業費 が つ ぎ込 まれ た 。 しか も ， 利用 者 を持続 的

に獲得す る方策や ノ ウ ハ ウ の 獲得の ため の 取 り

組み は ほ と ん ど され て こ なか っ た
注 6 ）

。 さ ら に

は バ ブ ル が 崩壊 し， リゾー ト施 設 をめ ぐる環境

が根 本的 に変化 し て い た 1994 年 に柏木 平 レイ

ク リ ゾ
ー

ト事業 の 基本計画の 見直 しが なされ て

い るが ，財 政資金確保 の ため 若者定住促進緊急

プ ロ ジ ェ ク ト事業 ，林業構造 改善事業 ， 山林振

興等農林 漁業特別対 策事業 な どを組 み合 わせ て

い た こ と か ら
， 各事 業間の 調整 が 難 航 し ， 抜本

的 な見直 し とは な らず，1996 年 か ら地 ビ ール

事業が 実施に移 され て い る 。

　（2） （株）宮守プ ロ イ ハ ウ ス
注 7 ）

　 こ の 会杜 の 事業内容 は幅広 く，  ビ ール の 醸

造 ・販売 ，   ビ ア レ ス トラ ン 内売店 の 経 営， 

飲 食店の 経営 ，  土 産物店の 経営 ，   農産物 ・

水 産物の 加工 及び販売，  地 域産業 に関す る 商

品 の 開発研 究，  ビール の 製造販売 に 関す る各

種 イ ベ ン トの 企画 ・運営 ，  各種施設 の 管理運

営 ，  地域振 興 を図る た め の 調査研究 の 受託 な

ど とさ れ て い る 。

　 資本金 は
，

3000 万 円 （600 株）で ，宮守村 の

他 に は ，（株）ブ ラ ウ シ ュ テ ル ン 200 株 （333 ％ ）

，（株）オ オ バ 100 株 （16．7％〉で あ る 。 施設 は ，

木造二 階建て （延 べ 床面積 988   〉で ，
一

階 の

半地下 に醸 造場が あ り，仕込 み 窯 ，発酵 タ ン ク
，

貯酒 タ ン ク な ど 総 額約 1 億 円の 建設費は宮守村

が 負 担 した 。 販売 予 測 に 基 づ い て 生産 規模 を

134     と し
， 製品種類の 製造割合 は ，黒 ビー

ル 15％ ，ラ ガ ービ ール 35％ ， ヴ ァ イ ツ ェ ン 50％

と した。そ の 中 に は ，特産 の ワ サ ビ を利用 した

ワ サ ビ ・ビール も含 まれ て い る 。

　 しか し，販 売実績は ，1998年約 71     ， 1999

年約 80     と 当初 の 概算販売 量に 遠 く及ばす，

設立 時か ら 3 力年連続赤字とな っ て い る 。 こ の

た め 1999 年に は
， 瓶詰 め機械の リ

ー
ス 料，醸

造士 の 人件費 ，自前の 醸造士育 成研修費用 を村

が全 額 ・一部負担 し
，

か つ 施設賃貸料を半額免

除か ら全 額免 除な どの 経営改善策 を実施 した 。

こ の 改善策 に よ り， 1998 年度末で約 6，200 万 円

だ っ た繰 越 欠損金 を 2004 年度末 まで に 1，600

万 円 に圧縮 して債務 超過 を解消 し，2000 年度

か ら 当期黒 字 を 目指 し た 。 しか し，2000 年度

に お い て も，赤字経営 とな っ た た め
， 再度経 営

改 善策 を検討 し，2001 年 度 に お い て は不採 算

部 門の廃 止が 示唆 され て い る 。

　 こ の 地 ビ ール 製造販売事業 は バ ブル経済絶頂

期 の 安易 な 田瀬湖 レ イ ク リ ゾ
ー

ト事業構想 を引

き継 い で
， 地 ビール ブ

ー
ム に乗 ろ うと した もの

で あ っ て ， 当初 の 販売予測が あ ま りに楽観 的 に

す ぎ，経 営 的 に見 て 杜撰 な もの で あ っ た
注 S ）

。

こ れ ま で の 経営改 善策 は ，単 に行政 に よ る赤字

の 肩代 わ りで あ っ て ，問題 の 先送 りと何 ら変 わ

る もの で は な い の で ある 。

V 　 要約

　本稿で は ，『最新地方公社総覧 』に お ける 1996

年 と 1999 年の デ
ー

タ を比 較 して ， 第三 セ ク タ

ー
の 経営問題が指摘 され て い た 3 年間 に お ける

岩手 県 の 第 三 セ ク タ
ー

に つ い て 分析 を行 な っ

た。そ の 結 果 ，民 間主 導の 自治体出資 比率 25

％ 以 下 の 商 法法人 に お い て は
， 設立 数や 平均職

員数の 大幅減な どか ら，経営問題 の 影響が 顕著

に 現れ て い た 。 そ の
一

方 で ，自治体主導 と言 っ

て い い 出資比率 25 ％ 以 上 第三 セ ク タ ーに つ い

て は ，県関係 に つ い て は設立 が 微減 して い た が ，

市町村 関係 で は特 に 農林水 産関 係の 商 法法 人が

大幅 に増 えて い た 。 また，出資金 の 増加 は 見 ら

れ た もの の ，職 員数に は 大 きな変化 はな か っ た。

　 次 に ，自治体の 側 で の 対応策 を県 と市町村 に

分 け て事例 を取 り上 げて 見た と こ ろ ，県 に つ い
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て は 1997 年 よ り第三 セ ク タ
ー

の 見直 しが 問題

と して 取 り上 げ られ ，1999 年 に は 見 直 しと評

価 の 方針 が ほ ぼ 固 まっ て ，それ に基 づ い て 出資

の 引 き上 げや 問題 の あ る もの の 整理 ・統合 な ど

が 開始 され て い る こ と が わ か っ た 。

　 こ れ に対 して ，市 町村が関係 する 第三 セ ク タ

ー
で は

， 典型 的 な場合 に は計画 自体 がバ ブ ル 期

の リゾ
ー

トブ ーム を背景 と した杜撰 な もの で ，

か つ 補助金獲得 を主眼 と して い る ため に
， あ り

きた りの 施設建設が 中心で ，勢 い 村独 自の事業

は 目玉 と し て 止め る に止め られず，対応 策 と し

て も赤字 の 肩代 わ りが 中心 で
， 基本 問題 は 先送

りされ て い る こ とが わ か っ た 。

　 こ の よ うな こ と か ら，今後 も県が 関係す る第

三 セ ク タ
ー

に つ い て は整理統合 を柱 とす る合理

化の 進展 が 予想 され る の に 対 して
， 市 町村が 関

係す る第三 セ ク タ
ー

に つ い て は ， 経営問題の 悪

化 に よ っ て 市 町村財 政 にお い て 大 きな負担 とな

る こ とが強 く懸念 され る 。

　　　　　　　　　　　注

注 ユ ）本研 究 で は ，第三 セ ク タ ーを出資額 の 割合 に 関

　 　わ らず 公 的機関以 外 の 出資 が 行 わ れ て い る もの と

　 　 して ，こ の 定義 に 該 当 す る も の の み を デ
ータか ら

　　抽出 し，国また は 地 方 公 共 団 体 に よる 出 資 の み の

　　地方公社 は 調 査 分 析 の 対象外 と し た 。 とい うの も，

　　第 三 セ ク ター
の 定 義 に は い くつ か が あ る が，本 論

　　 で は ，「公 と民 間 の 共 同 出 資 に よ り設 立 され た 民

　　法また は 商 法 法人 で あ る 」 と し た 。

注 2 ） こ の 指針 の ポ イ ン トは，  第 三 セ ク タ
ー

の 設立

　　 に あ っ て 事前に 十 分 な検討が必 要 で あ る こ と， 

　　経営の 定期的な診断 を行 うこ と，  組織機構 の 見

　　直 しや 経 営 の 改 善 の 取組 をすべ きこ と，  民間資

　　本 が 第 三 セ ク タ
ー

に 参加 しや す い 環境 を整 え る こ

　　と，  問 題 を先 送 し な い こ と
，

で あ る 。井 上 博士

　　 （1999） 「第 三 セ ク タ
ー

に 関 す る指 針 に つ い て 」『地

　　方財政』 1999年 7 月 号 ，pp51．

注 3 ＞岩 田 智
・玉 真之介 （2000）：「岩手県 にお け る地 域

　　振 興 に か か わ る 第三 セ ク ター
の 特徴 に つ い て 」東

　　北 農業経 済 研 究，VoL18 ，No2 ．pp．19−26．

注 4 ）佐 々 木 勲 （1991＞：襯 水観光拠点をめ ざす 「田瀬

　　湖 レ イ ク リ ゾ
ー

ト」整備搆 想 』 ダ ム 日本，No．561。

注 5 ）1997年度 に お け る 財 政規模お よ び事業費

注 6 ）聞き取 り調査 に よ る 。

注 7 ＞ 宮 守 村 総 務課（1996）； 「宮守村村 勢 要覧」

　　　宮守村 総 務課 （2000＞：「宮守村 村勢要覧資料編」

　　　宮守村（2000 ）：「宮 守 村 総 合 発 展 計 画 」

　　　 （株）宮 守 プ ロ イ ハ ウス （2000）：み や もりビー

　 　 　 ル の パ ン フ レ ッ ト

注 8 ＞ こ の 販売量予 測 は ，宮守村 の 通 過 客，観光客，

　　世帯数等 の 数 字 に，一
定比 率 を乗 じて 算定 した 需

　　要 予 測 で あ っ て ，希 望 的 観測 と い う面 が 強 く，客

　　観 的 根 拠 に 乏 しい も の で あ っ た 。

Bu 亘lding　on 　the　res 山 s　from　previous　research ，しhis　smdy 　 analyzes 　the　trend 　toward 　joint　pub正ic−private　 sector 　involvement　in

Iwate　Prefec加 re　during　the　past　three　years　and 　analyzes 　sQme 　specific 　case　studies ．　The　fiadings　show 　that　progress　is　being

made 　on 　rationalization 　measures ，　such　as　reorganizatio ロ and 　integration　e伽 r亡s，　that　are 　des孟gned 亡o　so 亘ve 　the　problems 　facing

the　loint　public−pdvate 　 sector 　projects　in　 which 　the　prefecture　is　involved．　 However，　 prQbiems　of 　an 　ongoing 　nature 　are 　also

surfacing 　in　jQint　public−private　sector 　proj巳じts　in　winich 　municipalities 　are　involved．　lhese　problems　may 　be　d主ff三cult　to　resolve

quick王y，　because　effor しs　to　rationa 至ize　thc　 management 　of 　the　joint　public−private　prQjects　in　 wbich 　municipalities 　 are　involved

t¢ nd 　to　significantly 　impact出e　local　community ．
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